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世界と感動を共有する世界と感動を共有する
コンテンツ創造及びコンテンツ創造及び

情報活用技術情報活用技術

戦略重点科学技術（９）

戦略重点科学技術（９） 世界と感動を共有するコンテンツ創造 及び 情報活用技術

施策名： ユニバーサル音声・言語コミュニケーション技術の研究開発 【総務省】
（平成２０年度： 自動音声翻訳技術の研究開発）

平成２１年度対象予算： １,４５５百万円

（平成２０年度対象予算： ６９７百万円）

実施期間： 平成２０～２４年度

（予算総額： ８,１２５百万円）

一部：社会還元加速プロジェクト（音声翻訳）施策

○コミュニケーションのグローバル化が
進む中、言語・文化にかかわらず、また
システムの介在を意識することなく、だ
れもが必要な情報に容易にアクセスし、
互いの円滑なコミュニケーションを可能
とするため、音声・言語に関する以下の
研究開発を行う。

①自動音声翻訳技術の研究開発
②言語処理・複数言語データベース構

築技術の研究開発
③グリッド型音声言語技術の研究開

発

社会還元加速プロジェクト： ６７５百万円

社会還元加速プロジェクト： ６９７百万円



戦略重点科学技術（９） 世界と感動を共有するコンテンツ創造 及び 情報活用技術

施策名： 超高精細映像技術の研究開発 【総務省】

平成２１年度対象予算： １,１３９百万円

（平成２１年度新規）

実施期間： 平成２１～２７年度

（予算総額： ７,０００百万円）

施策名： 革新的な３次元映像技術による超臨場感コミュニケーション技術の研究開発

【総務省】

戦略重点科学技術（９） 世界と感動を共有するコンテンツ創造 及び 情報活用技術

平成２１年度対象予算： ３３０百万円

（平成２０年度対象予算： ４５６百万円）

実施期間： 平成２０～２３年度

（予算総額： ２,０００百万円）
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○真にリアルで、人間に優しく、心を豊
かにするコミュニケーションを可能にす
る３次元映像技術を、立体音響、五感情
報伝達技術等の超臨場感コミュニケー
ション技術と一体的に研究開発を行う。

①多次元超臨場感環境再現技術
②裸眼立体映像提示高画質化
③超並列像再生型立体テレビ

システム
④革新的な３次元映像技術による

超臨場感コミュニケーション技術

通信・放送分野に加えて、テレワーク、商取引、医療、エンター

テイメント分野等の様々な分野で新たな製品・サービスを創造。

商取引分野
（テレショッピング）

医療分野
エンターテインメント分野

テレワーク／遠隔会議

眼鏡なし
大画面
３次元映
像技術

電子ホロ
グラフィ
技術

○次世代の放送として期待される超高
精細映像放送を実現するために必要な
符号化方式等の技術を開発する。

①超高精細映像符号化技術
②スーパーハイビジョン（ＳＨＶ）対応

スケーラブル符号化技術

放送局

放送衛星

スタジオ

家庭

放送用符号化

記録・編集用符号化

走査線４０００本級

走査線２０００本級

公共施設

HDTV
（走査線１０００本級）

ルータ

シアター

光ファイバー

スケーラブル

通信ネットワーク用符号化

走査線４０００本級



戦略重点科学技術（９） 世界と感動を共有するコンテンツ創造 及び 情報活用技術

連携施策群（情報の巨大集積化）施策
施策名：電気通信サービスにおける情報信憑性検証技術等に関する研究開発 【総務省】

連携施策群（情報の巨大集積化）施策

戦略重点科学技術（９） 世界と感動を共有するコンテンツ創造 及び 情報活用技術

施策名： 情報基盤戦略活用プログラム（うち革新的実行原理に基づく超高性能データ

ベース基盤ソフトウェアの開発）【文部科学省】

○情報爆発時代を迎え、既存データベース
基盤技術の延長では限界が到来する。
○このため本事業では、大規模データベース
管理システムの超高性能化技術の創出を目
指し、革新的実行原理に基づく超高性能デー
タベースの基盤となるソフトウェアを開発する
ため、
（１）革新的実行原理である「非順序型データ

ベース実行原理」の確立

（２）上記（１）に基づくデータベース基盤ソフト
ウェアの設計・実装

（３）実アプリケーションによる有効性の
実証

を実施する。 H19 H23H21

性
能

平成19年度
事業内容：

小規模実験
による非順
序型データ
ベース実行
原理に関す
る検証

ソフトウェアの部分的
な開発と評価
（１０倍の性能向上を
達成予定）

ソフトウェアの開発と
大規模データ活用アプ
リケーションによる有
効性の実証
（１００倍の性能向上
を達成予定）

研究・開発のロードマップ

出典：ホライゾン・イン
フォーメーション・スト
ラテジー社

2000 2001 2002 2003

6.2
12.5

20

32
単位：
エクサバイト

情報爆発時代の
超巨大データ

戦略活用技術が重要

世界の情報量の増加

時間

時間

実行原理の変革

従来型

データベースサーバ

ストレージ

データベースサーバ

ストレージ

非順序型

飛躍的な
性能向上

連携施策群（情報の巨大集積化）施策

平成２１年度対象予算：６１９百万円の内数

（平成２０年度対象予算： １２０百万円）

実施期間： 平成１９～２３年度

（予算総額： １,３５０百万円）

平成２１年度対象予算： ２７１百万円

（平成２０年度対象予算： ３０７百万円）

実施期間： 平成１９～２２年度

（予算総額： １,６００百万円）
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○ネットワーク上の文字、音声、映像情
報について、偽りの情報、信頼性の低い
情報等を分析する技術を確立し、信頼
できる情報を提供することで、誰でもが
思いのまま、簡単に、信頼して、コンテン
ツを取扱い、高度に利活用できる環境を
実現する。

現 状

不正確な情報が散乱

◆問題点
・ネットワーク上に膨大な情報が流通する
中、正しい情報に紛れて、出所不明、有
害、不正確な情報が混在し必要とする情
報を得ることが難しくなってきている。また、
不正確な情報によるフィッシング詐欺等
の被害も発生。

◆ 現在の技術レベル
・情報の信憑性の判断は、利用者にゆだ
ねられ、経験、勘等から自己で判断して
いる。

正しい情報

有害

デマ

正しい情報もデマ等
誤ったデータも混在して
表示

デマ

信じるも八卦、
信じぬも八卦

鉄腕アトムは
１００万馬力

富士山が先程
爆発しました

学校の給食の牛乳が明
日からジュースに！

�`PK���⌧
JIJQ�QR

目 標

①信憑性のある情報のみ
を提供

②信憑性レベルの表示

Ｗｅｂ上の情報の意味を
理解し、他の情報との関
連性を分析する。

◆ 技術目標
・ネットワーク上の文字・音声・映像情報
の信頼性等を計算・評価し、信憑性の
ある情報のみを検出する技術の確立

・得られた信憑性のある情報について
信憑性レベル等の提示方法・表示
サービス技術の確立

デマ

正しい情報

信頼性等の照会・確認

有害

この情報はデマ率
９５％ですが表示し

ますか？
デマ



戦略重点科学技術（９） 世界と感動を共有するコンテンツ創造 及び 情報活用技術

施策名： 情報基盤戦略活用プログラム（うちＷｅｂ社会分析基盤ソフトウェアの研究開発）

【文部科学省】 連携施策群（情報の巨大集積化）施策

施策名： デジタル・ミュージアムの実現に向けた研究開発の推進 【文部科学省】

戦略重点科学技術（９） 世界と感動を共有するコンテンツ創造 及び 情報活用技術

平成２１年度対象予算： １０１百万円

（平成２１年度新規）

実施期間： 平成２１年度～
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○有形無形の文化資源をより身近なものとして
感じることを可能とし、世界に向けて発信して
いくことは、国民生活を豊かにするとともに、日
本文化に対する国際的な理解を促進する効果
がある。

○このため、文化を五感でインタラクティブ（対話
的）に体験する統合システムの構築とシステム
構築を通した最先端要素技術の研究開発を推
進していく。

○平成21年度においては、

デジタルミュージアムの概念設計を通じて、①
システム構成、②スペック（機能等）、③コンテ
ンツ、④開発すべき要素技術、⑤研究開発
ロードマップについて明らかにする。

研究開発チーム

統合システム
構築

官

学

産

推進体制

博物館等コンテンツ・ホルダー

ドームシアター等に古墳内部を立体映像で再現
触れると感触、叩くと音等の超臨場を提示

鑑賞者の位置に当時の人のバーチャル映像が表示され、
鑑賞者と会話

鑑賞者の位置に
壁画映像を高精
細表示。映像に
触れると、凹凸・
材質を感じられ
る。映像を引っ
張ると、拡大・縮
小する等

システム
イメージ例

システムのポイント

技術のポイント

・失われた/失われつつある文化の再現

・各鑑賞者の異なる要望に応じる五感情

報提示

・超臨場感再現を行う大規模統合システ

ム構築

・鑑賞者の意図、状況センシング

産学官による研究開発チームにより推進

Web上の情報を活用し、大学や研究機関等
における科学技術･学術研究の基盤及び企
業におけるマーケティング等の経済活動の基
盤等となるアーカイブ基盤の実現に資するた
め、以下の研究開発を行う。
○テキストデータを始め、動画、画像及び音
声データを含むWeb上の情報を効率よく収集
するためのクローリング技術（ソフトウェア）の
開発。
○蓄積したWeb情報（テキスト、動画、画像、
音声等）を科学技術･学術研究の基盤として
利用するために必要な分析技術の開発。
○上記技術の開発のために必要なWeb情報
の収集。

将来のWeb
アーカイブ
基盤構築

国立国会図
書館による
行政機関等
のWeb情報
アーカイブ
構築等

将来のWeb
アーカイブ
基盤構築

国立国会図
書館による
行政機関等
のWeb情報
アーカイブ
構築等●Web情報の収集技術の開発

テキスト・動画・画像・音声情報等
の効率的な収集技術の開発

●Web情報の分析技術の開発

時系列分析・空間構造分析等高
度な分析技術の開発

大学・研究機関における活用＜例＞

社会学： 社会現象の把握、社会動向の調査

言語学： 言語の変化などの状況調査

政治学： 政治家・有権者CGMからの世論の

動向調査

学術調査： 引用分析より素早い学術論文

評価

大学・研究機関における活用＜例＞

社会学： 社会現象の把握、社会動向の調査

言語学： 言語の変化などの状況調査

政治学： 政治家・有権者CGMからの世論の

動向調査

学術調査： 引用分析より素早い学術論文

評価

企業における活用
＜例＞

・マーケット状況や潜

在的ニーズの把握

・企業活動に対する世

論動向の把握

企業における活用
＜例＞

・マーケット状況や潜

在的ニーズの把握

・企業活動に対する世

論動向の把握

●技術開発のために必要な
Web情報の収集

効果

効果

運営委員
会の設置

実用化に
向け
①研究開
発に反映
すべきニー
ズ
②将来の
アーカイブ
基盤構築
の方向性
について検
討

運営委員
会の設置

実用化に
向け
①研究開
発に反映
すべきニー
ズ
②将来の
アーカイブ
基盤構築
の方向性
について検
討

効果

ニーズ

平成２１年度対象予算：６１９百万円の内数

（平成２１年度新規）

実施期間： 平成２１～２４年度

（予算総額： １,２００百万円）



○様々な分野で、多種多様な情報が、有効に活用されずに大量に蓄積されている状況。
○世界最先端のネットワーク環境を有する我が国において、ユーザーのニーズを踏まえ
た形で、これまで活用されていなかった情報や今後増大していく情報にアクセスし、それ
らを解析し、活用することができれば、新たなビジネスモデルを創出することが可能。

背背 景景

「次世代検索解析技術」の開発

航空業等医療

＜様々な分野での情報の有効活用の例＞

携帯端末を活用して個人の健康情報を収
集・解析し、個人に適した健康管理サービス
の展開が可能に。

ヒヤリハット情報や運航情報を収集・解析し安
全な社会を実現を図るとともに、電力や鉄道
等ｊの分野での活用も可能に。

個人情報管理層

プロファイル情報解析層

データマイニング基盤技術
マイニング技術の検証

用ﾃﾞｰﾀ
ユーザー特性推定技術

コンテキストに柔軟に配慮
したレコメンデーション技術

センサ情報を統合した健康
に関するレコメンデーション

技術

データマイニングを応用した
リスクシミュレーション技術

大規模アンケート情報の
自動収集技術

リッチコンテンツ解析層

映像の意味理解のための基盤技術
ロングテール部分からの情報抽出技

術

ユーザ意図を推定する
対話型検索技術

映像からの行動情報収
集技術

位置データ統合技術

：サービス共通技術 ：基盤共通技術

サービス連携層

各種ﾃﾞﾊﾞｲｽからの実時間情報収集閲覧容易な大量画像の可視化技術

ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ・ﾌﾟﾘｻﾞｰﾋﾞﾝｸﾞ
ﾏｲﾆﾝｸﾞ技術

個人情報匿名化技術

ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ情報の安全に配慮
した環境・行動情報の統合処

理技術

（
サ
ー
ビ
ス
固
有
部
分
）

実証事業システム

Web-API API

施策名： 情報大航海プロジェクト 【経済産業省】

平成２１年度対象予算： ２,５９８百万円

（平成２０年度対象予算： ４,１０８百万円）

実施期間： 平成１９～２１年度

（予算総額： １１,２７７百万円）

戦略重点科学技術（９） 世界と感動を共有するコンテンツ創造 及び 情報活用技術

連携施策群（情報の巨大集積化）施策

○多種多様な大量の情報の中から必要
な情報を的確に検索・解析する技術
（「次世代検索解析技術」）を開発した
上で、汎用化してオープンに利用でき
るような共通基盤を構築する。

○技術の開発に当たっては、その技術
を用いた実証事業を同時に行うことに
より、技術の有用性・信頼性を検証す
るとともに、制度的課題を洗い出し、技
術の市場展開に必要な環境整備を行
う。

施策名： ＩＴと サービスの融合による新市場創出促進事業 【経済産業省】

戦略重点科学技術（９） 世界と感動を共有するコンテンツ創造 及び 情報活用技術

平成２１年度対象予算： １,５００百万円

（平成２１年度新規）

実施期間： 平成２１～２４年度

（予算総額： ６,０００百万円）
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○生産性が高いサービス事業を実現す
るための要件を抽出し、情報蓄積・解析
等の要 素技術群（「要素技術プラット

フォーム」）の中から必要な技術を的確
に組合わせる手法であるサービス工学
の研究開発を行う。
○公的・社会的な分野において、ユーザ
起点・人間起点・生活起点の新たなサー
ビス提供の実証を行い、その成果は要
素技術プラットフォームにオープンな形
でフィードバックする。

消費者 ・ 生活者 （国民）

地域・

商業空間
分野

IT を活用
した新た
な商業空
間の創出

ﾊﾞﾘｭｰﾁｪｰﾝ
管理
分野

あらゆる製

品・事象を
固有ＩＤに
より統合管

理

地理情報
活用
分野

地図情報
と位置情
報の連携
による新

ｻｰﾋ゙ ｽ

サービス産業のイノベーション

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ市民

生活
分野

社会保険
（年金）や
医療・健康
分野へのｱｸｾ

ｽ向上

ｴﾝﾀｰﾃｲﾒﾝﾄに
限らないﾗｲﾌ

ｺﾝﾃﾝﾂ
分野

ｺﾝﾃﾝﾂのﾏﾙﾁ
展開及び制
作高度化・

低ｺｽﾄ化

インターフェイス 情報蓄積 演算（情報加工） 情報伝送

位置測定技術

行動履歴DB

暗号技術 情報抽出技術認証技術

匿名等プライ
バシ保護技術３Ｄ技術 経路探索技術

バイオセンシング

多変量解析

通信認証技術

匿名通信技術

認証連携技術

ICカード技術シミュレーション

要素技術
プラット
フォーム

社会的課題解決のための実証分野

社会的課題の解決

様々な要素技術を組合せて、
ユーザーの心理・行動予測

を行うなど、多様化する

ユーザーニーズに応じた
サービス提供を実現

ニーズ分析

組合せ

サービス工学研究

背 景

サービス産業は、日本経済の約７割（ＧＤＰ、雇用）を占める重要産業であり、新産業創出や
生産性の向上通じ、製造業と並ぶ日本の経済成長の牽引役と期待。
我が国では、サービス産業におけるIT投資が、生産性の向上に結びついておらず、IT利活用を
生産性向上（イノベーション）に繋げる仕組みを構築することが大きな課題。
広範囲にわたりサービスの生産性向上を実現するためには、こうした取組を誰でも活用可能な
手法として確立させる必要がある。

顧客の潜在ニーズを高精度に予測し、把握するための手法の研究開発等通じて得ら
れた科学的・工学的手法を用いることにより、誰もがサービスの高付加価値化やサー
ビスプロセスの改善等を通じ、飛躍的な生産性向上の実現が可能となる。

従来の「経験と勘」とは異なり、顧客、従
業員のニーズ、特性、行動パターン等を計測
技術や情報処理技術等を組み合わせて用いる
ことにより、科学的・工学的に観測・分析し
て、ビジネスモデルの再構築や意志決定シス
テムの変更を行う。

分析観測

設計適用

サービス現場への
適用・検証

提供サービスの
設計、改良

サービスの提供者、
受容者、サービス
の情報取得

観測データのＤＢ
化、モデル構築




